
 

 

 

 

 

北海道の最低賃金は１，０７５円に！ 

北海道地方最低賃金審議会（以下、最賃審議会）は8月8日、2025年度北海道最低賃金につい

て、現行の1,010円から65円引き上げ、時給 1,075円、発効日は 10月 4日で結審した。 

■ ２０２５地域別最低賃金の改定目安額が決定 

中央最低賃金審議会の目安に関する小委員会は 8 月 4 日、地域別最低賃金の改定目安額を A ランク

63円、Bランク63円、Cランク64円（引き上げ率6％）とした。 

いずれも過去最大の目安額となった背景には、労働者の生活実感の向上について重点的に議論された

ことにあり、消費者物価指数が平均3.9％、また「頻繁に購入」する品目を含めた、生活必需品等の支出

項目の消費者物価が4.2％～6.7％（昨年10月～今年6月の統計）と昨年に引き続き高い水準となって

いることが勘案された。さらに2025春闘の正社員・ 有期契約等労働者の賃上げが5％台と昨年を上回

る結果となっていること、景気や企業の利益において改善傾向にあり、賃金改定状況調査結果に基づく

賃金上昇率も昨年を上回る水準の引き上げとなっていることなど中小企業を含めた賃上げの流れが続い

ていることも重視された。 

■北海道最低賃金 目安を上回る65円の引き上げで結審！ 

Bランクに属する北海道では、63円の目安伝達をうけ、8月5日から8月 8日にかけて集中的に金

額審議が行われた。最賃審議会は全３回、専門部会は全6回にわたり議論を繰り広げ、8月8日、第3

回最賃審議会において、過去最大額となる目安にプラス2円の65円の引き上げ、時給1,075円、発効

日は10月 4日で結審した。 

昨年の引き上げ50円に続き、過去最大の引き上げとなった背景には、①北海道の消費者物価指数・（昨

年 10 月～今年 6 月）が平均 4.1％（昨年同期 3.6％）と全国平均 3.9％を上回り高い水準で推移して

いること、特に「食料」については平均6.5％と昨年同期5.2％を上回り、物価高による最低賃金近傍で

の賃金水準にある労働者の生活の苦しさが考慮され、②道内の賃上げ状況については、連合北海道

4.91％・ 各経済団体の指標・ 賃金改定状況調査結果によるBランク賃金上昇率3.4％、いずれも昨年を

上回る結果となっていること、③道内の景気状況について、法人企業景気予測調査や企業短期経済観測

調査などの指標から全国と同等あるいはやや高い水準であることが認められること、④地域間格差の是

正の観点から全国加重平均との差が拡大していること、などを総合的に勘案された。 

この期間労働者側委員として、北海道の民間パート アルバイト等の求人サイト募集時給が1,100円

以上の企業が多数であること、居住費を除く物価上昇が全国平均より 0.2 ポイント高く、生活コストが

首都圏と同等であること、2025春闘賃上げ結果（連合北海道集計）、特に全国加重平均との乖離縮小に

ついて、前年の改正状況で北海道より金額が低い県の 76％強が目安額を上回っていることなどを主張

し、目安額以上の改定を求めてきた。 
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今年の 65 円引き上げについて労働者側委員は「道内労働者の 4 人に 1 人以上が賃金改善されるこ

と、加えて過去最大の目安額を上回る結審に至ったことは地域間格差の是正に向けた第一歩であると評

価できる」とした上で「依然として全国加重平均との乖離があり、今後も継続的な地域間格差是正に重点

を置いた審議が求められる。多くの未組織労働者は自身の賃金の引き上げには関与できず、最低賃金の

金額がもたらす影響は大きい。」と改めて確認した。また「持続的な地域最賃の引き上げのために、パー

トナーシップ構築宣言及び北海道政労使会議で採択された共同宣言の遵守と労務費を含めた適正な価格

での取引や価格転嫁、環境整備についてより一層の前進を期待したい」と意見した。 

 

 
～202５年度北海道最低賃金の取り組みを終えて～ 

連合北海道の本年度の北海道地方最低賃金改定に対する取り組みはここで収束となります。産

別・単組・地協・地区連合をはじめ各級議員、そしてその他多くの皆様には、地方議会における意見

書採択、審議会山場に向けた FAX行動、街頭集会の取り組みへのご協力に感謝申し上げます。 

 連合北海道は、労働者が安心して生活できる社会の実現、とりわけ労働組合に加盟していない労

働者を含めた社会全体の賃金引き上げに向けて、改正された最低賃金の履行確保、法令遵守、さら

に中小・小規模企業の経営環境がより強固となるよう政府施策の早期かつ確実な実施と、9 月から

始まる特定（産業別）最低賃金の引き上げを強く求めていきます。 

 


